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１章 目的

災害に伴って発生する災害廃棄物の処理にあたっては、通常業務に加えて、災害廃棄物

処理の三原則（安全・スピード・費用）を念頭に仮置場の設置や運営、今ある収集運搬車

両や施設では処理しきれない膨大な廃棄物及び処理が困難な廃棄物の処理ルートの検討、

支援体制の構築や再資源化の推進など、多くの業務対応を行う必要がある。また、限られ

た時間や人員の中で、効率的に対応する必要がある。特に、廃棄物部局の職員数が充分で

はない中小規模市町村においては、災害廃棄物処理計画を作成していても、災害規模によ

っては多くの課題を抱えており、災害廃棄物処理に支障をきたす可能性が高い。中小規模

市町村が対応しきれない業務については、県や近畿地方環境事務所（環境省）などの支援

が不可欠である。

本マニュアル２章では、「奈良県災害廃棄物処理計画」、「近畿ブロック大規模災害廃棄物

行動計画」をもとに、大規模災害時における市町村支援に対する県、地方環境事務所の役

割を整理しており、市町村が災害廃棄物処理計画を策定する際、本マニュアルを参考する

ことを想定している。

３章では、地方環境事務所（環境省）の経験に基づき、支援に係る留意事項を整理して

いる。県は大規模災害時、本マニュアルを参考に、地方環境事務所と連携及び確認項目に

ついて協議・調整を行う。

表 災害規模・被災自治体規模に応じた災害廃棄物処理に係る

県・地方環境事務所の支援可能性区分イメージ

県内の被災自治体規模

小 中 大

大 支援可能性 高 支援可能性 高 支援可能性 中

災害規模 中 支援可能性 高 支援可能性 中 支援可能性 低

小 支援可能性 中 支援可能性 低 支援可能性 低

注．被災自治体の規模イメージは自治体により異なる
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表 災害規模による災害廃棄物処理対応及び広域連携（過去事例からみた想定）

小規模災害 中規模災害 大規模災害

災
害
廃
棄
物
処
理
対
応

主な

災害廃棄物

片付けごみ主体 片付けごみ

家屋解体由来のごみ

家屋解体由来のごみ主

体

仮置場

仮置場（平時のごみ置

場を活用）

仮置場 一次仮置場、二次仮置

場

処理先

被災市町村内 被災市町村内

→地域ブロック内

→県内

被災市町村内

→地域ブロック内

→県内

→県外広域処理

関係機関

■市町村

▲民間事業者

▲県

□環境省

□他都道府県・市町村

■市町村

■民間事業者

■県

▲環境省

▲他都道府県・市町村

■市町村

■民間事業者

■県

■環境省

■他都道府県・市町村

組織体制
平時の体制 必要に応じて災害廃棄

物担当を組織

災害廃棄物担当を組織

広
域
連
携
を
行
う
事
項

人的支援
基本的に不要 必要に応じて要請 要請

技術的助言

や支援

必要に応じて要請 必要に応じて要請 必要に応じて要請

収集運搬・

処分先の調

整・確保

必要に応じて民間事業

者に協力要請を行い確

保

必要に応じて県内調整

や民間事業者への協力

要請を行い確保

県内調整や民間事業者

への協力要請を行い確

保。

必要に応じて、県外広

域処理調整

注．関係機関：■･･･主体的に対応、▲･･･必要に応じて対応、□･･･基本的に未対応

出典：近畿地方環境事務所提供資料

災害対策基本法に基づき処理指針を策定、特例基準を適用

地方自治法に基づく市町村から都道府県への事務委託

災害廃棄物対策における災害の規模と適用する措置の考え方

少

多

通常起こり得る
やや大きめな
規模の災害

東日本大震災

阪神・淡路大震災

マグニチュード 9.0
震度7
災害廃棄物発生量
約3,100万トンマグニチュード 7.3

震度7
災害廃棄物発生量
約1,500万トン

廃棄物処理法に基づく特例措置を使用

発
生
す
る
廃
棄
物
の
量

廃棄物処理法に基づく平時の備え

あまり被害のない
小規模な災害

地方自治体
の判断

政令指定
災対法

第86条の5
関連

災害の規模 大小

南海トラフ巨大地震
災害廃棄物発生推計量
約2億9,000万トン

～3億5,000万トン※

首都直下地震

災害廃棄物発生推計量
約6千500万トン

～ 1億1,000万トン※

※出典：巨大災害発生時
における災害廃棄物対策
のグランドデザインにつ
いて（H26.3 環境省）

災害対策基本法に基づく環境大臣による代行を
実施（被災市町村の要請＋一定の要件※）
※処理の実施体制、専門知識・技術の必要性、広域処理の必要性

・平成27年関東・東北豪雨（常総市）
・平成28年熊本地震 で適用

最近の災害では… ・平成28年熊本地震で適用
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表 災害規模のイメージ（過去の事例）

◎大規模災害：処理期間 3年、人的被害 1,000 人以上［東日本大震災、阪神・淡路大震災］

◎中規模災害：処理期間約 1～2年、人的被害 数十～数百人

注．災害で自治体の廃棄物発生量１年分を超えると平時の処理では対応できない例がみられる

種
別

災害名
（発生年月）

災害廃棄物量 損壊家屋数 処理期間 人的被害

地
震

東日本大震災
（H23.3）

3,100 万トン
( 津 波 堆 積 物
1,100 万トンを
含む)

全壊 ：118,822
半壊 ：184,615

約 3 年
(福島県除く)

死 者：19,689
行方不明者：

2,563
負傷者： 6,233

阪神・淡路大
震災
（H7.1）

1,500 万トン 全壊 ：104,906
半壊 ：144,274
一部損壊：390,506
焼失 ： 7,534

約 3 年 死 者： 6,434
行方不明者： 3
負傷者：43,792

平成 28 年
熊本地震
（H28.4）

311 万トン 全壊 ： 8,668
半壊 ： 34,492
一部損壊：154,098

約 2 年 死 者： 273
負傷者： 2,809

新潟県中越地震
（H16.10）

60 万トン 全壊 ： 3,175
半壊 ： 13,810
一部損壊：103,854

約 3 年 死 者： 68
負傷者： 4,805

大阪北部を震
源とする地震
（H30.6）

1 万 3 千トン 全壊 ： 18
半壊 ： 512
一部損壊： 57,787

― 死 者： 6
負傷者： 462

風
水
害

平成30年 7月
豪雨（西日本
豪雨）
（H30.7）

180 万トン 全壊 ： 6,603
半壊 ： 10,012
床上浸水： 5,011
床下浸水： 13,737

約 2 年（予定） 死 者： 263
行方不明者： 8
負傷者： 484

広島県土砂災害
（H26.8）

58 万トン 全壊 ： 179
半壊 ： 217
一部損壊： 189
浸水被害： 4,164

約 1.5 年 死 者： 77
負傷者： 68
（広島市）

伊豆大島豪雨
災害
（H25.10）

23 万トン 全壊 ： 50
半壊 ： 26
一部損壊： 77

約 1 年 死 者： 36
行方不明者： 3
負傷者： 22
（大島町）

関東・東北豪雨
（常総市）
（H27.9）

5 万 2 千トン 全壊 ： 53
半壊 ： 5,054
浸水被害： 3,220

約 1 年 死 者： 15
負傷者： 56
（茨城県）

台風第 21 号
（H30.9）

4 万 9 千トン 全壊 ： 49
半壊 ： 517
一部損壊： 74,718
浸水被害： 594

― 死 者： 14
負傷者： 980

注．地震災害の事例の最大震度は、大阪北部を震源とする地震（震度 6 強）以外は震度７

注．災害名、災害廃棄物量、損壊家屋数、処理期間･･･以下の資料をもとに作成

・東日本大震災、阪神・淡路大震災、熊本地震（熊本県）、新潟中越地震、広島県土砂災害、伊豆大島

豪雨災害、関東・東北豪雨（常総市）：近畿地方環境事務所資料（2019.7 時点）

・大阪北部を震源とする地震、台風第 21 号：近畿ブロック大規模災害廃棄物対策行動計画［第 2 版］

（2019.7）（近畿 2 府 4 県の状況）

注．人的被害･･･「災害情報一覧」（総務省消防庁、https://www.fdma.go.jp/disaster/info/）［2020.2.25

閲覧］をもとに作成。人的被害欄に（ ）で示した災害は当該地域の人的被害。その他は全国の人的

被害
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２章 奈良県及び地⽅環境事務所が実施する市町村への⽀援

（１）奈良県災害廃棄物処理計画

①処理方針

②処理体制

・奈良県災害廃棄物対策本部の設置・運営

・奈良県災害廃棄物処理緊急支援要員

・災害廃棄物処理に係る協定締結

・大規模災害時廃棄物対策近畿ブロック協議会における相互支援体制

・奈良県災害廃棄物対策連絡会（担当課長会議）設置・運営

※県・市町村等合同教育・訓練（基礎、実践、図上訓練）の実施

被害規模

小

中

大

【中・小規模災害時】

・奈良県災害廃棄物等の処理に係る相互支援協定（平成 24 年 8 月）

・県と関係団体により締結した大規模災害時の協力協定（平成 21 年 8 月）（奈良県産業

廃棄物協会、奈良県一般廃棄物事業協同組合、奈良県解体工事業協会、奈良県建設業協会）

○各市町村が処理主体となり、できる限り県内で処理する。

○被災市町村が通常の処理により対処できない場合、県は、他の市町村等による支援や関係

団体の協力確保のための調整を行い、災害廃棄物処理の円滑かつ計画的な実施を促進する。

【大・中規模災害時】

○広域かつ甚大な被害状況において災害廃棄物を円滑に処理するため、県が市町村に代わ

って主導的な役割を担い､県内市町村及び関係機関・団体等による支援の調整･確保を行う

とともに､必要に応じて国・県外自治体等に支援を求め、広域連携による処理体制を構築

・推進する。

○県は、被災市町村自ら災害廃棄物の処理を行うことが困難であると判断した場合（地方

自治法に基づく事務委託の要請を受けて）、県が主体となって処理を行う。

出典：奈良県災害廃棄物処理計画
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③処理フロー（３年間計画で処理）及び県の役割

（→処理の進捗に応じて見直し）

（→処理の進捗に応じて見直し）

（→処理の進捗に応じて見直し）

（→処理の進捗に応じて見直し）

●二次仮置場への搬入

●二次仮置場での中間処理
※分別・破砕・資源化、焼却

●焼却灰等の最終処分

○収集運搬協力、広域処理の受入協力

○人的支援、財政支援、広域処理調整

⑰会計事務・補助金清算等

◎災害対策本部の設置・人命救助

◎道路啓開・インフラ復旧

◎避難所設置・運営

◎仮設住宅設置・運営、復旧・復興

他府県

国

防災
部局

県
・
市
町
村

行 動

④避難所仮設トイレ配備、ごみ収集ルートの設定

⑤避難所ごみ・し尿の収集運搬の手配、管理

⑥市町村内処理施設の確認・復旧

⑦避難所(仮設住宅)ごみ・し尿の処理実施

⑧災害廃棄物の撤去、一次仮置場への搬入

②被災情報の収集、 国・関係機関との緊急連絡調整
※被災市町村への県職員派遣を含む

①災害廃棄物対策本部の設置

③一次仮置場の指定（被災市町村内を想定）
※最大５００㏊必要

⑮災害廃棄物の処理

3年間計画で処理
初動期

（～数日間）
応急対応期

（～3カ月程度）
復旧・復興期
（～3年程度）

民間

事業者

⑯一次・二次仮置場の原状復旧
※撤去完了の仮置場から段階的に復旧整備

⑨県内災害廃棄物発生量の推計

⑩県内処理受入能力の確認

⑪県内処理体制の構築（協議・調整）

⑫処理能力確保策及び処理方法の検討・決定

⑬災害廃棄物処理実行計画の作成（注１）
※実施主体別に作成、県は全体計画をまとめる

⑭二次仮置場の指定・整備（広域処理を想定）
※最大３００㏊必要

○応急対応協力、収集運搬、仮置場管理業務の受託

○処理業務の受託実施

1ヶ月程を目処

県実施（市町村連携･協働） 市町村実施（事務委託による県実施含む）

1ヶ月以内を目処

1年以内を目処

1ヶ月以内を目処
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（２）近畿ブロック大規模支援災害廃棄物行動計画

①行動計画［第２版］における県及び地方環境事務所の役割

県及び地方環境事務所が、市町村支援のために果たす役割は、「近畿ブロック大規模災

害廃棄物対策行動計画［第 2 版］」（2019 年（令和元年）7 月、大規模災害発生時廃棄物

対策近畿ブロック協議会）（以下、「行動計画第 2 版」という。）において示されている。

表 行動計画第 2 版による奈良県及び地方環境事務所の役割（例）

【緊急性の高い災害廃棄物の処理】

奈良県 ①県内の市町村・一部事務組合の一般廃棄物処理施設等の被災状況、市町村の

一時集積場等に係る情報の集約

②し尿くみ取りや避難所ごみ、生活ごみ、片付けごみの処理の応援に係る調整

国 ①人員、仮設トイレや収集運搬車両等の資機材の確保に係る調整

②プッシュ型支援に係る検討・調整

③被災自治体の規模等に応じた、過去の事例の提供及び助言

④ボランティア、応援自治体と共同した、ごみステーション等の一時集積場の

状況の把握

⑤県域をまたぐプッシュ型支援に係る検討・調整

【本格的な災害廃棄物の処理】

役割区分 主な役割

奈良県 ①災害廃棄物発生量、処理可能量の推計

②市町村による実施状況の把握、事務委託等に関する検討

③他府県、関西広域連合及び国への応援要請に関する検討

④二次仮置場の準備、運営（必要面積の推計、候補地の選定、土地所有者・近

隣住民との調整、運用に係る詳細検討、監視等（事務委託等を念頭に置く場

合））

⑤県域外の広域的な処理の検討（事務委託等を念頭に置く場合）

⑥災害廃棄物処理実行計画の策定、周知

⑦大気質、騒音・振動、土壌、臭気、水質等のモニタリングの実施

国 ①有識者、人材バンク制度登録者等を現地に派遣し、災害廃棄物発生量の推計、

仮置場の準備・運営、広域的な運搬・処分、災害廃棄物処理実行計画の策定、

災害時処理困難物の処理、災害報告書等に関する助言・支援

②被災県で仮置場が不足する場合の仮置場の確保・調整

③再資源化・処分の協力可能性のあるブロック内の事業者の選定、協力依頼
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②行動計画をもとにしたフロー

被災市町村の災害廃棄物対策の支援を目的として、県が現地支援のチームを組成し、

合わせて地方環境事務所との役割分担の明確化を行う。

現地支援チームは、状況に応じ県において組成し、大規模災害発生時には環境省現地

支援チームを組成する。発災後、両チーム間で連絡・連携を密にとり、現地確認は合同

で実施するなどして効率的な運用を図るとともに、被災市町村の負担を軽減する。

図 県を核にした災害廃棄物処理対策の行動フロー図

出典：近畿地方環境事務所提供資料

（1）体制確⽴・情報収集段階 （2）緊急措置段階 （3）本格的処理段階

環
境
省

被
災
府
県

被
災
市
町
村

体制確立

市町村災害廃棄物
対策チーム

※社会福祉協議会・ボ
ランティアセンター

※収集・運搬事業者
※処分事業者
※家電製品協会
※産業資源循環協会
（府県へ依頼）

2）被災状況の把握
※府県内市町村の以
下の情報入手

・被災状況の全体像
・道路交通状況
・ライフライン状況
・自動車燃料供給状
況 等

※要支援自治体の見
極め

2）被災状況の把握
3）被災市町村の体制
の確認

4）発災後の廃棄物処
理・し尿処理に関す
る情報収集

5）災害廃棄物の発生
状況の確認

1）現状報告と府県と
の連携調整

・被災市町村の体制
確認

・廃棄物担当者が少
ない市町村に対す
る応援可能性の検
討

1）公衆衛生の確保
・生活ごみと片付けごみの区分
・避難所開設時のし尿処理対策
2）災害廃棄物発生量の推計の実施

3）仮置場の対応
・仮置場の設置
・必要人員・資機材
の確保

・二次災害の防止

4）住民やボランティ
アへの周知

・収集方法の周知
・仮置場搬入案内
・ボランティアへの
周知

5）支援要請と支援のマッチング
・府県間、ブロック間の広域調整は近畿地方環
境事務所が調整

4）補助金制度の活用支援
・補助金制度の枠組み説明
・災害査定の助言

1）廃棄物処理フローの構築
・自市町村の平時の枠組をもとに構築
2）災害廃棄物処理実行計画の策定
・発生量、処理フロー、処理スケジュール設定
3）損壊家屋等の撤去・がれき混じり土砂撤去
の仕組みづくり

・公費解体、費用償還に係る要綱策定、問合
せ対応［土木部局等との合同チーム形成］

4）補助金制度の活用
・災害報告書の作成、災害査定

1）廃棄物処理フローの構築の支
援

・再資源化助言・広域処理支援

2）災害廃棄物処理実行計
画の策定の支援

・計画ひな形の提供など

3）損壊家屋等の撤去・がれ
き混じり土砂撤去制度の
仕組みづくりの支援
・事業の枠組み構築の
助言

3）損壊家屋等の撤去・がれき混じり土砂
撤去制度の仕組みづくりの支援・D.Waste-Net等を通じた支援

1）公衆衛生の確保の支援
2）災害廃棄物発生量の推計の支援

5）支援要請と支援のマッチング
・府県内の市町村は府県が調整
・産業資源循環協会を含む協定締結団体
との調整

3）仮置場の対
応の支援

・仮置場レイア
ウト等助言

・仮置場不足
への対応

・人員・資機材
の助言

4）住民やボランティア
への周知の支援

・片付けごみ対策、
仮置場搬入時の
留意事項などの
広報事例や広報
内容の提供、助
言

※大規模災害時は本省
現地災害対策チーム

・発災後、被災府県庁な
どで、定期的に開催

府県
情報共有会議

近畿地方環境事務所

・災害廃棄物処理計画に

基づき、府県の災害廃
棄物処理チームを立ち
上げる

府県災害廃棄物対策
チーム

参加

参加

支援

調整

情報共有

情報共有 支援 支援
支援

支援

情報
提供

※大災害時：環境省、府

県とも、府県庁舎に常駐
対応

府
県
が
伝
達

マッチング結果
の情報提供

支援要請

※市町村への支援：府県
の協定や市町村の協定
情報を周知

支援

マッチング結果の情報提供

支援要請
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③締結協定一覧

近畿ブロックの地方公共団体等による主な協定は下表のとおりである。行動計画によ

る支援を行う際に踏まえておくべき参考情報とする。

表 近畿ブロックの地方公共団体等による主な協定

相互応援協定名称 協定を構成する地方公共団体等

全国都道府県における災害時等の広
域応援に関する協定

全国知事会（47 都道府県）

近畿圏危機発生時の相互応援に関す
る基本協定

福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県、徳島県及び関西広域連合

災害時の応援に関する申し合わせ

国土交通省近畿地方整備局企画部長、福井県土木部
長、滋賀県土木交通部長、京都府土木建築部長、大阪
府土木部長、兵庫県県土整備部長、奈良県土木部長
及び和歌山県県土整備部長

関西広域連合と九都県市との災害時
の相互応援に関する協定

関西広域連合と九都県市(埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相
模原市）

関西広域連合と中国地方知事会との
災害時の相互応援に関する協定

関西広域連合、中国地方知事会

関西広域連合と四国知事会との災害
時の相互応援に関する協定

関西広域連合、四国知事会

関西広域連合と九州地方知事会との
災害時の相互応援に関する協定

関西広域連合、九州地方知事会

中核市災害相互応援協定 中核市各市

出典：「近畿ブロック大規模災害廃棄物対策行動計画 第 2 版」（令和元年 7 月）
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（３）発災後の活動時期別支援内容

発災後の活動時期別に県・地方環境事務所による被災市町村の支援内容について、県、

地方環境事務所の役割別（中心となる主体別）に下表に示す。

表 災害発災後の活動時期別支援内容（中心となる主体に◎、サポート主体は〇）

【初動期（～数日間）】

区分 支援内容

支援者

県
地方環境事務所

（環境省）

①

対策チームの立ち上げ
◎ 〇

環境省現地対策チームの立ち上げ
◎

県本部における県内外の情報伝達先及び伝達手段等の確

立・準備（国等の支援の受入体制含む）
◎

②

県内の被害状況（家屋・施設被害状況、避難所開設状況

等）の把握
◎

廃棄物に係る被災状況（災害廃棄物発生状況、集積場・仮

置場状況等）の把握
◎ 〇

被災市町村の体制及び収集・運搬方法の確認
◎ 〇

発災後の生活ごみ処理及びし尿処理に関する情報収集
◎ 〇

市町村からの情報を集約の上、人員・資機材・処理先等へ

の支援や応援要請の必要性を検討
◎ 〇

公衆衛生の確保状況の把握
◎ 〇

市町村の生活ごみステーションの状況把握
◎ 〇

県内の一般廃棄物処理施設等の被災状況の把握
◎

県内自治体及び協定締結先の応援可能な人材・資機材・処

理先等の情報を集約（プッシュ型支援の準備・検討）
◎

県をまたぎ、ブロック内外の応援可能な人材・資機材・処

理先等の情報を集約（プッシュ型支援の準備・検討）
〇 ◎

環境省現地災害対策チーム及び県間での情報共有会議の開

催
◎ 〇

被災状況の関係者（環境省本省、県内市町村、協定締結先

等）との情報共有
◎

環境省本省への情報共有
◎

D.Waste-Net の枠組みを活用した国職員及び有識者等の被

災地への派遣検討・現地派遣
〇 ◎

二次仮置場候補地の被災状況の把握・確保（事務委託等を

念頭に置く場合）
◎

仮置場として使用可能な国有地の把握
◎

近畿ブロック協議会構成員に対して継続的に情報を発信
〇 ◎

⑨
災害廃棄物発生量の概算・推計

◎ 〇

⑩
県内処理可能量の推計

◎

注．第 1 段階として、被害の大きい市町村の全体像把握に努めること。

注．発災後の状況を観察し、被災自治体の目線で必要な支援を判断すること。

注．被災自治体との信頼関係を構築すると共に市町村と県間の風通しを良くすること。

※区分について（奈良県災害廃棄物処理計画より）

①災害廃棄物対策本部の設置 ②被災情報の収集、国・関係機関との緊急連絡調整

⑨県内災害廃棄物発生量の推計 ⑩県内処理受入能力の確認
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【応急対応期（～三ヵ月程度）】

区分 支援内容

支援者

県
地方環境事務所

（環境省）

②

<再掲>県内自治体及び協定締結先の応援可能な人材・資機材・処

理先等の情報を集約（プッシュ型支援の準備・検討）
◎

<再掲>県をまたぎ、ブロック内外の応援可能な人材・資機材・処

理先等の情報を集約（プッシュ型支援の準備・検討）
〇 ◎

<再掲>D.Waste-Net の枠組みを活用した国職員及び有識者等の被

災地への派遣検討・現地派遣
〇 ◎

<再掲>近畿ブロック協議会構成員に対して継続的に情報を発信
〇 ◎

人材バンクの活用による市町村へのマネジメント支援
○ ◎

③
仮置場の助言及び不足への対応の検討

◎ 〇

⑧
家電４品目の処理支援

◎

⑨
<再掲>災害廃棄物発生量の概算・推計

◎ 〇

⑩
<再掲>県内処理可能量の推計

◎

⑪

住民への周知支援
◎ 〇

市町村の処理実施状況の把握により、事務委託等を検討。他府県

及び国への応援要請及び広域処理を検討。
◎ 〇

⑫

被災自治体の規模等に応じた過去の事例の提供及び助言
◎ 〇

再資源化・処理の協力可能性のある県内事業者の選定、協力依頼
◎

再資源化・処理の協力可能性のある県外事業者の選定、協力依頼
〇 ◎

⑬
災害廃棄物処理フローの構築、災害廃棄物処理計画の作成・周知

◎

⑭
二次仮置場の準備・運営

◎

注．第 1 段階の結果を踏まえ、緊急支援が必要な市町村の把握および常駐を含む支援を検討すること。

注．第 1 段階の状況に応じて、発生した災害廃棄物に対処するための支援を着実に実行すること。

注．被災自治体の支援に入る自治体との連携を確立すること

※区分について（奈良県災害廃棄物処理計画より）

②被災情報の収集、国・関係機関との緊急連絡調整 ③一次仮置場の指定（被災市町村内を想定）

⑧災害廃棄物の撤去、一次仮置場への搬入

⑨県内災害廃棄物発生量の推計 ⑩県内処理受入能力の確認

⑪県内処理体制の構築（協議・調整） ⑫処理能力確保及び処理方法の検討・決定

⑬災害廃棄物処理実行計画の作成 ⑭二次仮置場の指定・整備（広域処理を想定）



11

【復旧・復興期（～３年程度）】

区分 支援内容

支援者

県
地方環境事務所

（環境省）

②
<再掲>近畿ブロック協議会構成員に対して継続的に情報を発信

〇 ◎

⑨
<再掲>災害廃棄物発生量の概算・推計

◎ 〇

⑭
<再掲>二次仮置場の準備・運営

◎

⑮
災害廃棄物の処理※事務委託等を念頭に置く場合

◎

⑯
二次仮置場の現状復旧（※事務委託等を念頭に置く場合）

◎

⑰

補助制度の活用推進、補助金事務及び災害報告書作成等の支援
◎ 〇

家屋解体に係る支援・助言
◎ 〇

その他

モニタリング実施－大気質、騒音・振動、土壌、臭気、水質 ◎

注．被害の大きい中小規模市町村への手厚い支援を検討すること

注．災害廃棄物処理体制を確立するための専門的知見・経験を被災自治体にインプットすること

注．補助金事務等においては、被災自治体の不安を理解し、県や地方環境事務所との連携による継続的

な支援につなげること

※区分について（奈良県災害廃棄物処理計画より）

②被災情報の収集、国・関係機関との緊急連絡調整

⑨県内災害廃棄物発生量の推計

⑭二次仮置場の指定・整備（広域処理を想定）

⑮災害廃棄物の処理

⑯一次・二次仮置場の原状復旧

⑰会計事務・補助金精算等
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（４）各種支援制度

①D.Waste-Net（災害廃棄物処理支援ネットワーク）（環境省）による支援

・国が集約する知見・技術を有効に活用し、各地における災害対応力向上につなげ

るため、その中心となる関係者による人的な支援ネットワーク（有識者、自治体

関係者、関係帰還の技術者、関係業界団体等）から構成のこと。

・D.Waste-Net は、環境省から協力要請を受けて、災害の種類・規模等に応じて、災

害廃棄物の処理が適正かつ円滑・迅速に行われるよう、発災時には、以下の機能・

役割を有する。

a.初動・応急対応（初期対応）

【研究・専門機関】

被災自治体に専門家・技術者を派遣し、処理体制の構築、生活ごみ等や片付け

ごみの排出･分別方法の周知、片付けごみ等の初期推計量に応じた一次仮置場

の確保・管理運営、悪臭･害虫対策、処理困難物対応等に関する現地支援 等

【一般廃棄物関係団体】

被災自治体にごみ収集車等や作業員を派遣し、生活ごみやし尿、避難所ごみ、

片付けごみの収集・運搬、処理に関する現地支援 等

（現地の状況に応じてボランティア等との連携も含む）

b. 復旧・復興対応（中長期対応）

【研究・専門機関】

被災状況等の情報及び災害廃棄物量の推計、災害廃棄物処理実行計画の策定、

被災自治体による二次仮置場及び中間処理・最終処分先の確保に対する技術支

援 等

【廃棄物処理関係団体、建設業関係団体、輸送関係団体等】

災害廃棄物処理の管理・運営体制の構築、災害廃棄物の広域処理の実施スキー

ムの構築、処理施設での受入れ調整 等

・環境省（本省、地方環境事務所）は、県と共に被災市町村に必要な支援内容を検

討していく中で、必要に応じて D.Waste-Net へ支援要請を行う。
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表 D.Waste-Net のメンバー構成

時期 区分 法人名

初動・応急対応

（初期対応）

研究機関・学会

国立研究開発法人 国立環境研究所

一般社団法人 廃棄物資源循環学会

公益財団法人 廃棄物・3R 研究財団

専門機関

公益財団法人 自動車リサイクル促進センター

公益社団法人 におい・かおり環境協会

一般財団法人 日本環境衛生センター

公益社団法人 日本ペストコントロール協会

一般廃棄物関係団体

公益社団法人 全国都市清掃会議

全国一般廃棄物環境整備協同組合連合会

全国環境整備事業協同組合連合会

一般社団法人 全国清掃事業連合会

一般社団法人 日本環境保全協会

復旧・復興対応

（中長期対応）

研究機関・学会

国立研究開発法人 国立環境研究所

公益社団法人 地盤工学会

一般社団法人 廃棄物資源循環学会

専門機関 一般財団法人 日本環境衛生センター

廃棄物処理関係団体

一般社団法人 環境衛生施設維持管理業協会

一般社団法人 セメント協会

公益社団法人 全国産業資源循環連合会

一般社団法人 泥土リサイクル協会

一般社団法人 日本環境衛生施設工業会

一般社団法人 日本災害対応システムズ

一般社団法人 持続可能社会推進コンサルタント協会

建設業関係団体
公益社団法人 全国解体工事業団体連合会

一般社団法人 日本建設業連合会

輸送業関係団体

日本貨物鉄道株式会社

日本内航海運組合総連合会

リサイクルポート推進協議会

出典：環境省 災害廃棄物対策情報サイト D.Waste-Net をもとに作成
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②災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）（環境省）

・当該制度は、災害廃棄物処理を経験し、知見を有する地方公共団体の人材を「災

害廃棄物処理支援員」として登録し、被災地方公共団体の災害廃棄物処理に関す

るマネジメントの支援等を行うことを目的に策定。

・被災地方公共団体からの要請を基本に、環境省現地支援チームが災害廃棄物処理

支援員の派遣の必要性について、被災地方公共団体と検討。都道府県、環境省に

おいて、災害廃棄物処理支援員のマッチング。

・県が、その所管地域内の被災市区町村と災害廃棄物処理支援員の派遣の調整を行

うことも可能。

・環境省（本省、地方環境事務所）および県は、被災市町村に必要な支援内容を検

討していく中で、必要に応じて当該制度を活用し、適切なマネジメント人材を被

災市町村へ派遣する。

図 災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）の災害時の活用イメージ
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③自衛隊（防衛省）による支援

・環境省と防衛省は、「災害廃棄物撤去に係る連携対応マニュアル」に基づき、自衛

隊の活動の効果を最大化することにより、災害廃棄物の撤去を加速化する。

・自衛隊の活動の基本事項は以下の通り。

【活動範囲】

住民の生活圏のうち、幹線道路、生活道路、その周辺等の社会活動に影響の大

きい場所からの災害廃棄物の撤去を行うまで。

【期間】

民間事業者等への移行までの応急対策

【適切な役割分担】

重量があり、一般の住民のみでは積込みや積み下ろしが困難な畳や家具・家電

等の大型災害廃棄物の運搬支援を実施する等

・自衛隊による災害廃棄物の撤去については、市町村からの支援ニーズに基づき、

県から要請される。

・環境省（本省、地方環境事務所）および県は、民間事業者等への移行を速やかに

行えるように連携し、県内の民間事業者との協定の活用や D.Waste-Net による支

援の調整等を行う。また、必要に応じて市町村の調整事項（住民への周知や小回

りの利く車両の手配等）の支援を行う。

④対ロ支援（総務省）による支援

・当該システムは、被災市区町村の職員が行う災害対応業務（避難所の運営や罹災

証明書の交付等）を支援するための応援職員の派遣や災害マネジメントの支援を

行う職員（災害マネジメント総括支援員）の派遣を行うものである。

・災害発生後、対口支援団体の決定前においては、被災市区町村が被災都道府県を

通じて総務省に要請し、総務省が候補となる災害マネジメント総括支援員の属す

る地方公共団体に対して、派遣を依頼することとなる。なお、被災都道府県から

総務省に対して協力の依頼があった場合又は総務省が別途収集した情報に基づき

必要と判断した場合にも派遣できることとしている。

また、対口支援団体の決定後においては、被災市区町村から対口支援団体に要

請し、対口支援団体から派遣することとなる。

・当該システムによる支援内容については廃棄物分野も含め多岐にわたることから、

災害廃棄物に係る支援スキームとの連携が期待される。

・県や環境省（本省、地方環境事務所）は、被災市町村の対口支援団体について把

握するとともに、現地市町村における支援団体職員と情報共有および連携を図る。
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［参考資料］

（１）広報内容（例）

①仮置場

１．仮置場の分別案内
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２．住⺠向け仮置場の利⽤案内
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３．仮置場における家電の取り扱い（留意事項）

４．仮置場運営・管理における留意点
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５．仮置場設置・運営・管理チェックシート
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６．仮置場入場確認票
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７．仮置場搬⼊⾞両チェックシート
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８．仮置場設置状況一覧表
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②ボランティア

１．災害廃棄物等の搬出に係る分担・連携の例

２．ボランティアとの連携における留意事項
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３．家屋からの生ごみの出し方
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４．片付けごみ対策
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５．被災家屋から排出される土砂の回収

③解体業者向け

１．解体時の生ごみ対策
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④その他

１．通常ごみの回収案内

２．災害ごみの持ち込み先の案内
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３．避難所ごみの処理

４．広報⾞原稿、防災⾏政無線放送依頼書
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5．公費解体に関する配布案内
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３章 市町村支援に係る奈良県・地⽅環境事務所の留意事項

これまでの地方環境事務所（環境省）の経験に基づき、下記のとおり支援に係る留意事

項を整理する。県は、大規模災害時に、次の事項を参考として、地方環境事務所と連携及

び確認項目について協議・調整する。

県及び地方環境事務所等は、市町村が実施するべき下記の□で示すチェック項目を確認

し必要に応じて助言をする。県および地方環境事務所による必要な支援内容を四角囲み内

に記載した。情報共有にあたっては必要に応じてオンライン会議等も活用する。

（１）体制確⽴・情報収集段階[第一段階]

①市町村からの報告および地方環境事務所－県間の連携調整

１．県情報共有会議の検討事項

・発災後、県、地方環境事務所は、県の庁舎において「県情報共有会議」を実施す

る。

・同会議の実施内容等は下表を想定する。県の実情、災害の規模などに応じて、関

係者と調整して実施する。

表 県情報共有会議の実施概要

項目 実施概要例

実施日程
・発災当日の夕方以降などに開催（1 時間程度）
・発災当初は、基本的に毎日開催が望ましい

参加者
・県（※廃棄物担当課など）
・地方環境事務所（大規模災害の場合、環境省本省）

会議の進め方 ・県の担当者が中心に司会進行

会議の内容

（主に県内の全被災市町村を対象）
・被災状況等の共有
・廃棄物の排出状況（排出種類、場所、排出量）
・住民用集積所、仮置場の設置状況
・収集・運搬方法（調達状況）
・広報事項

・県内、県外からの支援の必要性、支援内容
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２．関係者検討会議の検討事項

・発災後、県、被災市町村、地方環境事務所は、被災市町村の庁舎において「関係

者検討会議」を実施する。

・同会議の実施内容等は下表を想定する。県及び被災市町村の実情、災害の規模な

どに応じて、関係者と調整して実施する。

表 関係者検討会議の検討事項

項目 実施概要例

実施日程
・体制確立後、被災市町村に現地入りした夕方以降などに開催（1 時間程

度）
・体制確立後は、1 週間間隔等、定期的な開催が望ましい

参加者

・県（※廃棄物担当課など）
・地方環境事務所（大規模災害の場合、環境省本省）
・被災市町村（※廃棄物担当課など）
（・地元収集運搬事業者）
（・他自治体からの支援員） etc

会議の進め方 ・県の担当者が中心に司会進行

会議の内容

（被災市町村の地域内を対象）
・被災状況の共有および対策検討

・廃棄物の排出状況（排出種類、場所、排出量）
・住民用集積所、仮置場の設置状況、収集・運搬の状況
・広報事項

・災害廃棄物処理の実施およびその支援における関係者間での役割分担

□ 市町村から県への被害状況等の報告を確認

・担当職員が少数の被災市町村では、問い合わせ対応にかかりきりとなっている

可能性があるため県側から積極的に情報収集

・被災市町村からの支援等の要望に対し、支援内容のマッチングの検討

・廃棄物担当者が少ない市町村に対する事務作業を含めた応援可能性を検討

・地方環境事務所と県が共同で、社会福祉協議会・ボランティアセンターとの情

報共有や災害廃棄物処理の事務文書を発出したり、被災自治体への説明会を早

期に開催したりするなど、被災自治体の負担を軽減

・地方環境事務所が県の本庁や出先機関の職員と合同で被災自治体を回り、支援

活動を実施（職員は作業着、手袋、ヘルメット、ゴーグル、マスク、安全靴等

の必要な保護具を装着する）

・必要に応じて、被災市町村に対して県が持つ近隣の自治体、処理施設（一廃・

産廃）、道路啓開等の被害状況を共有

・大規模災害の場合、市町村から県へ

の災害廃棄物処理に係る事務委託

の可能性について、発災数日後に検

討を開始

【事務委託内容の例】

・災害廃棄物処理業務全体

・一次仮置場から搬出まで

・家屋解体及び撤去、二次仮置場

から搬出まで

・二次仮置場から搬出まで
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②被災状況の把握

１．被災状況の全体像の把握

□ 自治体内の被害状況の把握具合を確認

□ 災害対策本部、防災部局など他の関連部局からの状況把握が出来ているか確認

・県は、自治体からの報告や災害対策本部の情報から被害状況の全体像を把握し、

地方環境事務所等と共有

・各種マスコミ報道や個人のツイッターなど SNS 等の情報も参考に、優先して取

り組むべき地域の絞込み。県等の協定等による応援調整の実施有無の検討

・停電した被災地域では県の被害照会に回答できない場合がある。発災 2～3 日後

に連絡の有無を被災自治体に確認

２．道路交通状況の確認

□ 道路交通状況の把握具合の確認

・県は、道路状況を把握し、支援自治体等に情報の伝達を実施

・被災地域の被災状況の入った道路地図の入手

・道路不通区間、渋滞等の情報の入手

（道路啓開情報は県の災害廃棄物対策本部で共有の可能性）

・高速道路の無料通行や優先的な燃料給油の可否の確認

・被災自治体の廃棄物担当課等に緊急車両の登録手続きについて相談（各自治体

の地域防災計画を参照）

３．電力・ガス・水道等のライフラインの状況の確認

□ ライフラインの被害状況の把握具合の確認

・自治体からの報告や災害対策本部等の情報からライフラインの状況を把握し、

地方環境事務所等と共有

・電気・通信等の不通に伴う対応の検討

４．自動車燃料供給状況の確認

□ 自動車燃料供給状況の把握具合の確認

・被災自治体のガソリンスタンドの営業情報の入手

・県は、支援自治体等に情報の伝達を実施
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③被災市町村の体制の確認

１．災害廃棄物処理計画の策定有無の確認

□ 災害廃棄物処理計画の策定有無。計画内容を被災市町村が組織として把握有無

※災害廃棄物処理計画の策定から期間を経ていると、担当者が異動して引継ぎが十

分にされていなかったり、情報が更新されていなかったりした場合には、実効性

が低下しているケースあり

□ 被災市町村の動きが災害廃棄物処理計画（地域防災計画）に基づくものか否か

・県は、市町村計画が無い場合、被災市町村の防災計画や県の計画を参考に、ま

ず体制構築に協力する。

２．災害廃棄物処理に対する理解の確認

□ 災害廃棄物処理事業の実務経験の有無

□ 災害廃棄物処理補助事業のスキームやフロー等の理解の有無（補助対象の把握の

有無）

□ 災害廃棄物処理に必要な財政措置の見通しの検討有無。財政部局等との調整開始

有無。

□ 過去 2～3 年間に災害廃棄物補助金申請の実施有無

□ 過去の災害経験で、清掃センター等廃棄物処理施設以外に仮置場を設置した実績

有無

・災害廃棄物対策の基礎 ～過去の教訓に学ぶ～、災害廃棄物処理パンフレットな

ど関係する資料の紹介

（http://kouikishori.env.go.jp/document_video/）

・災害廃棄物補助事業の実務経験がない場合があることから、災害関係業務事務

処理マニュアルを熟読するように助言

・現在の担当者に実務経験がなくても、実務経験者がほかの課に在籍している場

合があることから、被災自治体の災害対策の状況に応じて実務経験者を招集す

るように助言

・市町村の財政事情によっては対応方針決定の上で、災害廃棄物補助事業の対象

範囲が非常に重要となるため、補助事業を念頭に置いた助言を実施
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３．人員体制（専従体制の有無、指揮系統の確立）の確認

□ 災害廃棄物処理について専従の人員の確保有無

□ 災害廃棄物処理事業を担う部署の確立有無

□ 自治体幹部が災害廃棄物処理の重要性を認識し、災害廃棄物に特化した体制が組

まれているか。もしくは組もうとしているか

□ 部課長クラスの管理職と、現場に出ている補佐・主幹・担当クラスとの意思疎通

の有無（幹部による現場の実情把握の有無）

□ 他部局や環境分野からの職員（経験者含む）の有無

・災害廃棄物担当が 1 名など少なかったり、初動期には避難所運営支援等で不在

であったりする場合もある。被災自治体の上層部（首長、危機監理監、廃棄物

担当の部局長など）に対して、災害廃棄物担当者の配置及び複数人によるチー

ム編成の重要性を伝達（チーム編成は災害の被害規模が大きい場合）

・組織体制の不備がある場合、被災市町村担当者と合同で自治体幹部と交渉に参

加

４．一般廃棄物処理体制の確認（直営・委託・一部事務組合の関係）

□ 被災市町村が必要な指示を出せる体制にあるか

□ 被災市町村による収集運搬・処分に関する情報の把握有無

□ 被災市町村による委託事業者や許可事業者の被災状況の把握有無

・廃棄物担当者が 3 人以下の市町村は、災害時に業務負荷によって混乱状態に陥

るケースがあるため、発災当初から県や環境省の支援が重要になり、市町村に

張り付いた支援が必要

・被災自治体が災害廃棄物対応全体をマネジメントできるように、被災自治体の

管理者が意思決定に専念できるように管理者に助言することが重要
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５．民間廃棄物事業者との協定や関係性の状況確認

□ 被災自治体による協定内容の理解の有無

※協定に具体的な内容（収集・運搬、仮置場の運営管理、再資源化・処分など）が

示されていない場合、迅速に動けないケースがある

※協定未締結の民間事業者との契約は、3 者見積もりによる業者選定が基本（ただ

し、契約事務に時間を要する）。特定の民間事業者との随意契約は、金額の妥当性

の根拠が弱く、災害査定において減額対象

□ 被災自治体による協定先との連絡体制の有無

※災害支援協定は定期的に内容を点検し、協定の発動要件や災害時の連絡先、調整

方法等を協定締結先と確認することが必要

※役割分担、応援要員に提供する情報（地図、費用負担等）等を事前に決めておく

ことも重要

□ 県の協定利用の場合、県との十分な意思疎通の有無

・県は県の協定に基づき、市町村に向けた支援の調整を行う

・民間団体との協定で処理単価が設定されていないケースでは、平成 28 年熊本地

震や、平成 30 年 7 月豪雨などにおける協定や契約書の事例を示すことも考え

られる

図 協定内容・締結相手の記載（事例）

出典：近畿地方環境事務所提供資料

協定内容・締結相手の記載（事例）

GOOD

 関係者及び協力の要請から
処理費用の支払いまでの流
れを図示している。

注）図は一部編集
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６．必要資機材の状況の確認

□ 必要な資機材のリストアップ状況の確認

□ 保有状況や災害時の調達方法等の確認

・保有状況によらず必要な資機材をリストに整理し、確保の目途が立っていない

資機材は早急に調達方法を調整し、調整結果をリストに反映

・市区町村以外で保管または災害時に調達する場合には、相手先の連絡先や前提

となる協定等の情報を整理

・車両の確保は、仮置場からの搬出用の大型車両も確保。豪雨災害等により浸水

の可能性がある場合には、事前に高台に車両を移動させておくことも必要

７．支援の必要性の確認

□ 被災自治体による支援の必要性の理解・判断の有無

※他団体からの支援について、地元一般廃棄物事業者等の団体との調整がされてい

るか確認が必要

□ 近隣市町村、県や国に自ら支援を要請する意向の有無

※自治体間の包括支援協定の一部として一般廃棄物に係る相互支援を行う場合には、

協定締結先の廃棄物部局と認識を共有しておくことや、古い協定の場合には相手

先と有効性を確認しておくこと等も重要

□ 具体的な支援内容（収集運搬・仮置場運営管理・事務等）を調整できる体制の有

無

□ 支援を受ける際の準備（宿泊所、駐車場、洗車方法等）を整える体制構築の有無

※支援に入る自治体は、被災自治体に負担をかけないよう「自己完結型」の支援を

心掛ける（宿泊先は自前で手配、洗車場の情報は被災自治体（近隣施設の洗車利

用が可能かどうか確認）から入手など）

・支援の必要性について、自治体首長や幹部と面談し、他自治体や民間業者の支

援を受けないと災害廃棄物の処理が滞る恐れがあること、費用については補助

金の財政支援があることを伝達

・災害廃棄物処理の担当職員が少ない場合は、複数課や他の部署から構成するチ

ーム編成をする必要性を伝達

・県内の市町村、近隣の事務組合等の支援可能性の調整を実施

・県外からの支援が必要な場合は、地方環境事務所が他県からの支援可能性の調

整を実施
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表 環境設備の内容（例）

項目 環境設備の内容

スペースの確保

・支援側の現地本部として執務できるスペースや、活動拠点における作

業スペース、待機・休憩スペースを可能な限り提供する

・可能な範囲で、支援側の駐車スペース（パッカー車などの作業用車両用

等）を確保する

資機材等の提供
・執務を行う上で必要な文具、洗車施設や、活動を行う上で必要な資機材

を可能な範囲で提供する

執務環境の整備
・執務できる環境として、可能な範囲で机、椅子、電話、インターネット

回線等を用意する

宿泊場所に関す

るあっせん等

・支援職員の宿泊場所の確保については、支援側での対応を要請するこ

とを基本とするが、紹介程度は行う。また、必要に応じてあっせんする

・被害状況によってホテル等の確保が困難な場合は、避難所となってい

ない公共施設や庁舎、焼却施設等の会議室や休憩室、避難所の片隅等の

スペースの提供を検討する

８．自衛隊・消防・警察等他省庁との連絡体制の確認

□ 被災自治体に設置されている災害対策本部に廃棄物部局の管理職が出席し、現状

を正しく報告しているか（他部局に窮状が伝わっているか）。

※必要に応じて災害対策本部に出席し、発言して理解を求める

□ 土砂・流木等の対策における土木部門との連携の必要性の認識有無

□ 被災自治体の廃棄物部局が自衛隊・消防・警察と情報共有できる体制にあるか

※仮置場等における火災リスクを消防署と情報共有、巡回等の協力が可能か打診

※閉鎖した集積場や仮置場への災害廃棄物の搬入防止について、不法投棄になる恐

れがあることを警察に伝えることで、巡回等の抑制措置を執られる場合がある

※自衛隊は区域に分かれて活動しており、市町村・地域単位の統括本部と調整しな

いと、統一した連携が取れない場合がある

・県と地方環境事務所は、市町村が仮置場での火災リスクや便乗ごみなどの不法

投棄の可能性が考えられる場合、情報共有を行うよう助言をし、場合によって

は情報提供の支援を実施

９．住民広報・マスコミ対応能力の確認

□ 住民の問い合わせや要望を受ける専用窓口を設置し、住民要望を整理した上で住

民対応を行う体制構築の有無

□ 住民への広報手段（新聞、ラジオ、HP、避難所・集積場・仮置場等への張り紙な

ど）の検討有無

※社会福祉協議会や広報部局と連携し、広報車やホームページ、テレビ等を活用す

る等、効果的に実施

□ 住民に対する情報提供手段（広報無線、HP、自治会周知、チラシによる施設周知）

の複数確保の有無

※防災無線を聞き逃した人のために、FM ラジオや電話で同様の内容を放送。外国人

対応として FM ラジオにおいて外国語で翻訳放送の実施を促進
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※首長や自治体が SNS（ツイッターなど）を実施している場合は、積極的に繰り返

し広報を実施

□ 情報を的確に発信できる体制構築の有無

※発災当初から住民に対して、被害状況の写真撮影の実施、撮影方法について広報

※町内会長が管理されていない仮置場や無分別状態の集積場の対応優先順位を役場

に回答し、自治体が優先的に回収することで、住民感情を和らげる効果（平時か

ら町内会長など住民とコミュニケーション図る）

□ 報道情報を確認可能な体制構築の有無

※マスコミに対しては積極的に情報を提供し、正確な情報伝達を繰り返し実施

・広報ツール（チラシ等）の参考事例やひな型を提供

・県は各市町村の広報内容を集約し、県の広報誌や HP に掲載するとともにマスコ

ミに情報提供を実施

④発災後の廃棄物処理及びし尿処理に関する情報収集

１．通常の生活ごみ・避難所ごみの情報確認

□ 生活ごみの収集状況（全地域の収集有無、収集車両の確保状況、収集ルートの支

障状況）

□ 日常の生活ごみの収集不可（資源ごみ、大型ごみ等）の場合、再開の予定の有無

□ 避難所ごみの回収の定期的実施の有無

□ 被災地内及び被災地周辺地域において片付けごみが、生活ごみのステーションに

混合して排出されていないか

・生活ごみ及び避難所ごみは、災害廃棄物の仮置場には搬入せず、従来どおり廃

棄物処理施設へ直接搬入

・施設・人員体制、道路の状況、（水害の場合は浸水範囲）等を考慮し、生活ごみ

の処理も含め、翌日以降の廃棄物処理の可否を判断する。自治体から相談があ

った場合には、可否の判断をサポート

・生活ごみ及び避難所ごみは、発災後のライフライン・交通インフラ等の支障な

どを勘案しても、遅くとも発災後 3 日以内（夏季は早期の取り組みが必要）に

は収集運搬・処理を開始することが目標

・生活ごみの収集運搬が十分にできていない場合、県は収集運搬支援可能な周辺

自治体とのマッチング調整を実施

・県域を越えた支援が必要な場合は国が他都市とのマッチング調整を実施
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２．し尿の収集運搬の情報確認

□ し尿の収集状況（全地域の収集有無）

※下水管が破断して水洗トイレが機能しなくなり、事前に県庁を通じて国交省了解

のもと、くみ上げて下水処理場に近いマンホールにし尿を投入した例あり。下水

道 BCP 策定マニュアルの確認も必要

□ 浄化槽の破損による外部への流出懸念の有無

□ 避難所等への適切な仮設トイレ設置の有無。トイレ設置場所の関係者との共有の

有無

□ 避難所の仮設トイレ等のし尿の収集日等の情報を仮設トイレ等管理者へ周知。適

切なくみ取りの有無

□ 避難所の使い捨てトイレの回収有無。使用後の分別有無

※携帯トイレは臭い・衛生を考慮し二重袋に入れて密閉し保管

※使い捨て携帯トイレをパッカー車で回収すると破裂して作業員が汚物を浴びた事

例があり、容器に入れて平ボディ車で回収が必要

・必要に応じて仮設トイレ調達先を紹介

・バキューム車不足時の他自治体支援の要請

・バキュームカーの手配可能数の確認

・近隣市町の収集運搬・処分（バキュームなど）の委託先の情報を提供する

・し尿収集運搬の車両及び人員応援

３．市町村・一部事務組合の一般廃棄物処理施設（ごみ処理施設や最終処分場）の稼

働状況の確認

□ ごみ処理施設への搬入可否（施設搬入路の状況も考慮）

□ ごみ処理施設の稼働状況（全施設稼働か。処理方式、処理能力、定期整備等の確

認）

□ ごみ処理施設が停止状態の場合、再稼働の予定日の確認（停止原因の確認）

□ ごみ処理施設のピット残量の確認及び、受入可能日数の検討有無

□ 災害廃棄物（片付けごみ）の処理可能量の確認

□ 再稼働まで周辺自治体等のごみ処理施設の受入条件等を把握し、受入先の目処が

あるか。または協定等による応援調整の実施有無

□ 最終処分場（大阪湾広域臨海環境整備センター、市町村・一部事務組合、民間）

への搬入可否。稼働の有無

□ 最終処分場が搬入中止の場合、再開の予定の有無

□ 再開まで、敷地内での一時貯留方法（フレコン貯留含め）貯留期間の確認、搬入

の目処があるか。または協定等による応援調整の実施有無

・県は廃棄物受入れ可能な周辺自治体とのマッチング調整を実施

・県域を越えた支援が必要な場合は国が他都市とのマッチング調整を実施
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４．し尿処理施設の稼働状況の確認

□ し尿処理施設・下水道施設の稼働有無

□ し尿処理施設停止の場合、再稼働の目途

□ し尿処理施設の受入槽の残量の確認及び、受入可能日数の検討有無

□ 再稼働まで、周辺自治体等のし尿処理施設の受入の目処があるか。または協定等

による応援調整の実施有無

・県はし尿受入れ可能な周辺自治体とのマッチング調整を実施

・県域を越えた支援が必要な場合は国が他都市とのマッチング調整を実施

⑤災害廃棄物の発生状況の確認

１．片付けごみの排出状況の確認

□ 被災市町村の BCP（業務継続計画）の策定有無

□ 被災市町村による平時の生活ごみの回収ルート・収集運搬台数等の情報の把握有

無

□ 被災市町村の片付けごみの収集対応策の有無

※平時の収集業者に災害廃棄物の収集運搬を依頼しても取り切れないことがあるた

め、災害廃棄物は別業者に依頼して、役割を分担することにより、効率的な収集

運搬が可能

※自治体職員がバイク等を使用してごみの排出状況や収集ルートを確認して地図に

まとめ、委託業者等に情報を提供することで、円滑な収集運搬に寄与。担当職員

が少ない市町村では委託先やボランティアセンターと連携するなど担当職員に効

率的に情報を集約できる仕組み構築が重要

※生活ごみ収運委託事業者は、収集時に公園や道路などに多量に排出されている箇

所があった場合は、可能であれば写真を添えて担当職員に連絡の協力を実施

□ 住民に対する片付けごみの分別排出方法、排出場所、排出可能な品目等の広報の

実施有無

※片付けごみ等の災害廃棄物は、発災後の初期段階から排出される。水害の場合は、

発災直後から排出されることもある

※分別方法は、最終的な処理方法等を踏まえて検討し、仮置場のレイアウトにも反

映

※災害ごみは仮置場、生活ごみは通常のごみステーション、粗大ごみは処理施設に

直接持ち込みするなど、排出ルールを早期に決定して広報

※仮置場の場所、仮置場の開設日時、受入時間帯、分別方法、安全への配慮等は、

決定次第、住民・ボランティアに周知

□ 便乗ごみ対策の実施有無

※災害とは関係ないごみの排出を禁じる広報を徹底。便乗ごみが排出されている場

合に、看板の設置やステッカー、トラ表示（立入禁止）テープの貼付（災害ごみ

ではないため収集しません など）により、排出者に指導。抑制効果を発揮

※廃家電、タイヤなどは仮置場の排出を禁止し、電話受付による収集対応にするこ

とで抑制効果を発揮
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※道路上の便乗ごみは、不法投棄を誘発するため早期に撤去

□ 腐敗物、危険物等の排出の有無

・片付けごみ排出方法や便乗ごみ対策についての広報ツールの提供

・現場確認の際の支援状況の写真や問題点などの情報提供

２．集積場の排出状況の確認

注．集積場･･･片付けごみの排出用に住民が独自に設置した場所

□ 被災市町村による自治会・町内会が設置する集積場のメリット、デメリットの理

解の有無

□ 被災市町村の片付けごみ収集対応策に、集積場の収集の位置づけ有無

□ 被災地内・被災地周辺における集積場の設置場所

※ごみステーションや住宅地内の小規模公園等を片付けごみ等の集積所として用い

ることは、道路通行の支障や生活環境の悪化を招くおそれが高いため避けること

が望ましい

□ 集積場の管理運営者の把握

※地元自治会による管理が効果的な地域もある。①管理者の常駐、②搬入物の限定

や分別、③夜間の閉鎖（入口の施錠）、④町外の排除等の実施により適切な管理が

可能となる事例あり

□ 集積場における分別の有無

※土砂以外に片付けごみを土のう袋に入れる場合は、「ガラス」、「木くず」など、中

身が分かるように表記してもらう広報が必要

□ 集積場からの搬出時期の目処

※集積場解消後は、施錠などの立ち入り禁止措置を講ずる

※集積場解消後の廃棄物の放置は不法投棄として通報するなどの看板を置くととも

に、地元警察署への巡回を依頼するなどの措置をとる

□ 高齢者等の災害時要配慮者によるごみ出しの有無

※ごみ出しが困難な住民に対応するため、社会福祉協議会やボランティアセンター

と連絡し優先的な支援を検討

※高齢世帯など、仮置場への搬入が困難なケースを想定して、収集運搬体制を検討

した上で、選択肢の一つとして戸別回収を行うことを検討

・集積場への排出・分別方法等についての広報ツールの提供

・必要があれば、集積場における発生量確認と市町村への連絡調整

・危険物の排出があるか確認し、あれば迅速な適正処理を支援
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図 不法投棄等の貼り紙例
出典：近畿地方環境事務所提供資料

３．集積場のうち管理されていない仮置場の発生状況の確認

□ 被災市町村による管理されていない仮置場の情報入手の有無

□ 管理されていない仮置場への排出禁止や解消に向けた対策の検討の有無

□ 周辺住民に対する周知の有無（管理されていない仮置場に持ち込まない）、警察へ

不法投棄対策としての連絡対応等の有無

□ 管理されていない仮置場からの搬出時期の目処

※管理されていない仮置場を撤去したのち、閉鎖を徹底

・管理されていない仮置場解消策として、看板の設置やステッカー、トラ表示（立

入禁止）テープの貼付、現場スピーカー・ダミーカメラ等の設置支援

・必要があれば、管理されていない仮置場における発生量確認と市町村への連絡

調整

・仮置場までの搬出支援可能な周辺自治体・他都市とのマッチング調整を実施

図 管理されていない仮置場の貼り紙例
出典：近畿地方環境事務所提供資料
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４．一次仮置場の開設・運用状況の確認

□ 一次仮置場の場所の選定状況、開設状況、開設に向けた準備の状況

※発災後は速やかに災害廃棄物の仮置場の設置が必要となるため、平時からあらか

じめ仮置場候補地をリストに整理

※仮置場としては、例えば、運動施設や公園、公共施設の駐車場、廃校のグラウン

ド、公的な未利用地等が考えられる。公的施設等で確保が困難な場合には、民間

施設等（未利用地、大規模な駐車場等）とすることが考えられる。民間施設等を

利用する場合には、使用後の返還に備えて、養生対策が特に重要

※仮置場の設置場所は、病院・学校・水源等の周辺を避けて設置

※仮置場の、自衛隊宿営地や物資輸送拠点、避難所や仮設住宅建設地とのバッティ

ングを避けるため、関係部局や国や都道府県の公有地管理部局と調整したうえで、

災害対策本部等の承認を得る

※仮置場の検討にあたっては、道路アクセスや収集運搬車両の取り回し（搬出用の

大型車両も考慮）、分別スペースの確保等を考慮する必要がある

※仮置場を住民・ボランティアにとって搬入が困難な場所に設置してしまうと、路

上等に片付けごみが混在状態で大量に排出され、交通等への支障を生じるおそれ

があるため、できるだけ住民の利便性の良い場所に設置することを検討

□ 一次仮置場への受入に対する必要人員・資機材の手配の有無

※初動期に仮置場で分別や集積を適正に行うため、仮置場一箇所あたりに数人程度

（分別指導、受付、交通整理）が必要。周辺自治体の廃棄物担当者、一部事務組

合職員に支援を依頼

※仮置場へのボランティアの配置（荷卸し補助等）は避ける（搬入者とのトラブル、

怪我の賠償、搬入者の車を傷つけた場合の対応等）

※不足する資機材の一部は、例えば仮置場の運営を民間委託の場合に、資機材の確

保も仕様に含めることも考慮

※仮置場が舗装されておらず、降雨等により場内がぬかるんで車両通行に支障をき

たす場合、敷き鉄板や砕石、砂利等を敷設

※汚水の土壌への浸透防止のため、仮舗装やコンテナ、鉄板・シートの設置、排水

溝及び排水設備等を設置

※廃棄物の飛散防止策として、散水の実施、飛散防止ネットや囲いの設置、保管袋

での保管等を実施

□ 一次仮置場のレイアウトの有無、分別体制の有無

※原状回復等のために、仮置場の写真を撮影（開設前、運営中）

※廃棄物の積み上げ高さは、火災防止の観点から 5m 以下（畳等の腐敗性廃棄物は

2m 以下）に管理

※石綿等を含む廃棄物に対しては、飛散防止措置を実施

※仮置場の動線（入口・分別区分ごとの仮置き・出口）は、道路も含めて一方通行

となるよう工夫
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□ 一次仮置場に関する住民への周知の準備の有無

□ 追加で確保できる一次仮置場の候補地選定の有無

・仮置場管理運営マニュアルの提供

・産業廃棄物協会を通じて業者リストの提供

・仮置場の設計の留意事項や原状回復の必須事項

・小規模自治体は早い段階から業者委託の検討も有効。状況に応じて業者（人員、

資機材）を紹介

５．社会福祉協議会・ボランティアセンター等との調整状況の確認

□ 社会福祉協議会・ボランティアセンター等を通じて、ボランティアに周知する内

容（片付けごみの排出方法、仮置場の分別品目等）を被災自治体が検討しているか

□ ボランティアへの周知方法に関する社会福祉協議会・ボランティアセンターとの

調整可否

□ ボランティアによる仮置場への搬入支援の可能性

・ボランティアの確保

・災害実績のある市町村等への調査等により、ボランティア等の受入対応方法等

について情報提供

・社会福祉協議会やボランティアセンターと密に情報共有できる体制の構築を支

援する。（定例会議の開催など）

図 ボランティアとの打合せ状況

出典：近畿地方環境事務所提供資料
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（２）緊急措置段階[第２段階]

①公衆衛生の確保の支援

□ 災害発生による公衆衛生の悪化が懸念される場所・事項の確認

※悪臭・害虫等の生活環境の保全に支障が生じる恐れがある場合、D.Waste-Net 等

を通じて支援を要請し適切な処置を実施

□ 通常ごみと片付けごみの排出・収集方法の決定と広報の実施

※生ごみを含む通常ごみの収集運搬体制の確保と片付けごみとの混合の防止措置

（広報）の確認が必要

□ 避難所が開設される場合、避難所ごみの収集や仮設トイレの設置・くみ取りの適

切な実施の確認

※避難所ごみ特有の携帯トイレ、簡易トイレのごみは、別途袋詰めされるなどして

適切に処理されているかの確認

※感染性廃棄物は環境省現地支援チームや避難所担当者に適切に処理されているか

確認

・生活環境の保全に支障がある場合は、環境省現地支援チーム等を通じて

D.Waste-Net 等の専門家等に支援要請実施

・県は、必要があれば周辺環境の環境調査等の協力を関連部局と調整

・必要があれば、避難所担当者支援者を集めた説明会の検討

②災害廃棄物発生量の推計の実施の支援

□ 家屋被災情報に基づき、災害廃棄物発生量の推計を実施

・災害廃棄物対策指針の技術資料等を参考とし、現地確認等により推計に必要な

情報を収集し推計

・環境省現地支援チームを通して D.Waste-Net 等の専門家の知見を活用し災害廃

棄物発生量の推計を支援。ドローンを用いて仮置場等の配置や体積などを簡易

計測し、情報共有する方法も検討

・建物の被害棟数を基に推計する方法があるが、被害棟数が不明な場合には、災

害廃棄物処理計画や事前の被害想定調査等を基に、発生量を見積ることが考え

られる。発生量の推計では、過小評価しないように注意

・発生量は、災害廃棄物対策に係る予算要求や災害廃棄物の処理方法の検討の際

に必要となるため、遅くとも発災後数週間以内に推計する必要あり・発生量は、

新たな情報を基に、随時見直しを図る
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③仮置場の対応の支援

１．混合状態の解消、分別・レイアウト助言

□ 仮置場の必要面積を算定し、適切な分別が行われる対応の有無を確認

※仮置場に十分な広さがない場合、混合状態にならないよう仮置場を定期的に閉鎖

し、その間に再資源化や処分先に積み出しを実施して場内整備を実施するなどの

工夫が必要

□ 搬入された災害廃棄物が混合状態とならないように確認

※すでに混合状態であり、腐敗性廃棄物の混在が明白な場合、仮置場周辺の生活環

境への影響を考慮した措置の検討が必要

□ 広報による仮置場への搬入可能物（生ごみ・通常ごみの搬入禁止、災害の規模・

種類により設定）の周知の有無

※仮置場の場所、開設日時、受入時間帯、分別方法等に関する事項について周知

※要請事項（空き地等に廃棄物を捨てない、不急な廃棄物は当面出さない等）につ

いても周知

・分別を表示する看板の設置、「見せごみ」などの実践的な助言の実施

・被災自治体の体制を考慮し、平時の収集ルートのほうが効率的なものは仮置場

へ持ち込ませず、中間処理（破砕・焼却）や資源化しやすいように分別の助言

２．仮置場の不足への対応

□ 仮置場への搬入・搬出傾向や被害規模から、仮置場の必要面積を見極め

※仮置場への搬入・搬出量、処理量などの量的管理、及び進捗管理

※仮置場がひっ迫している場合、搬出先の確保と新たに広い仮置場の確保

※必要に応じて県の所有地、国有地を紹介

・環境省現地支援チームを通して D.Waste-Net 等の専門家の知見を活用し、仮置場

の必要面積の推計を支援

・県の協定や処理・再資源化施設のリストにより搬出先を支援

・環境省現地支援チームから国有地の情報を受け取るとともに県の所有地、国有地、

民間で活用できる用地候補リストも市町村に提供

図 仮置場の分別例
出典：廃棄物資源循環学会九州支部 をもとに作成
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３．必要な人員・資機材に係る助言

□ 適切な人員・資機材が配置されているか確認

※仮置きされた廃棄物の山を積み上げ整地する重機の確保ができているか

※搬入の受付・場内案内・分別指導・荷下ろし等の人員の確保ができているか

※発災後の短期間に膨大な業務が発生すること（それらを既に実施してきたこと）、

及び対応が長期化することを踏まえ、外部応援の活用を前提に、交代要員の確保

や作業員のローテーションを実施

※一般職員だけでなく、管理職の交代要員の確保も検討

※交代要員としては、例えば現場管理や設計に詳しい土木部局や、契約や補助金に

詳しい管財部局からの支援が考えられる

※全庁的な取組として、職員のメンタルケア・ストレス回避策を講じる

・仮置場の管理運営について産業廃棄物協会、シルバー人材センター等への委託

の検討や他自治体への支援要請等の検討を助言

・県は仮置場の荷卸し補助・車両誘導等の支援が可能な周辺自治体とのマッチン

グ調整を実施

・県域を越えた支援が必要な場合は国が他都市とのマッチング調整を実施

・県の協定に基づき、産業廃棄物協会及びレンタル事業者からの支援調整を実施

４．二次災害防止への助言

□ 仮置場の維持・管理について二次災害等の防止対策の有無

※主な二次災害：危険物や有害廃棄物の管理、粉じん対策、火災対策、台風等の接

近による廃棄物の流出等

□ 仮置場の土壌汚染・原状復帰対策として必要な措置を講じているか確認

※ガラス・陶磁器くずはコンテナを利用（周辺への飛び散りを防止）、スレートはコ

ンテナやフレコンバックに分別、などの工夫。なお、コンクリート瓦礫は再資源

化を促進するため分別されていることが望ましい

・生活環境の保全に支障がある場合は、環境省現地支援チーム等を通じて専門家

等に支援要請実施

・県は、必要があれば周辺環境の環境調査等の協力を関連部局と調整を実施

④住民やボランティアへの周知の支援

□ 仮置場の搬入案内、分別の品目など、住民やボランティアへの周知度合いについ

て確認

※発災直後の週末からボランティアが支援に入り、片付けごみの搬出が加速するが、

片付けごみの搬出先（門前・集積場へ排出、仮置場へ運搬まで）等の具体的な調

整をしているか、など

・必要に応じて社協やボランティアセンター等を通じて丁寧な周知やボランティ

アから得られた住民からの情報等の共有を依頼するように助言。被災家屋から

の片付けごみの排出作業を行った家屋情報（地図に地点をプロット）の市町村

収運担当部局への報告を依頼するなども有効

・できる限りボランティアセンター、市町村担当者との協議を運営し、連携を図

る
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⑤支援要請と支援のマッチング

□ 他自治体の支援が必要な場合、被災自治体の協定に従って市町村及び県に支援要

請の有無を確認

□ 支援要請を県が受ける場合、支援内容に齟齬が出ないように以下の点について確

認を実施

・業務内容（片付けごみの収集運搬等の作業内容の概要）

・作業エリア

・要請車両台数・車種（パッカー車、ダンプ車等）

・作業人員

・作業期間

・作業量（収集量）

・燃料調達

・宿泊所（車両の駐車ができる場所）

・県は必要に応じて県内の他市町村への支援要請を実施

・国は必要に応じて全国規模の団体へ支援要請を実施

・県が市町村からの災害廃棄物処理の一部の事務委託を検討する場合、県に必

要な支援を地方環境事務所等に要請

・県および国は必要に応じて人材バンクを活用して、市町村にマネジメント支

援人材を派遣
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（３）本格的処理段階[第３段階]

①廃棄物処理フローの構築の支援

□ 災害廃棄物処理フローの構築の有無の確認

※災害廃棄物を自区域内の一般廃棄物処理施設で処分しきれない場合に必要

※市町村の一般廃棄物処理施設で処分できない種類の災害廃棄物の処理に必要

・可能な限りリサイクルを進めるように県の災害廃棄物処理計画等を参考にし

て、近隣の再資源化施設の情報を収集し、処分先の確保を支援

・現地支援チームは、被災自治体の意向を踏まえ、災害廃棄物処理フローの構築

を支援

・県は、他の市町村の一般廃棄物処理施設での処分を検討

・県は、産業廃棄物協会を通じ、運搬及び産業廃棄物処分業者の施設での処分（再

資源化）を検討

・県は近隣の再資源化施設の情報を収集し、処分先の確保を支援

・地方環境事務所は県外の一般廃棄物処理施設および事業者等の処分先確保

②災害廃棄物処理実行計画の策定の支援

□ 被害状況に応じて、災害廃棄物処理を計画的に進めるため、災害廃棄物処理実行

計画の策定の有無を確認

※計画作成による市町村の負担が大きい場合、簡易版として災害廃棄物処理の基本

方針、種類別発生量（見込み）、処理方法、処理フロー、処理スケジュールがあれ

ばよい

※災害廃棄物処理実行計画は、市町村の災害報告書の基本情報として用いることも

可能

・県は県の災害廃棄物処理実行計画の中に被災市町村分を入れたものを作成し、

被災市町村の事務作業を支援

・被災自治体の体制に応じて、実行計画のひな形の提供など、必要な支援を実施

③損壊家屋等の撤去・がれき混じり土砂撤去制度の仕組みづくりの支援

□ 公費による損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体）や、宅地内のがれき混じり土

砂等の撤去に向けた枠組み（スキーム）の構築の有無の確認

□ 環境省から発出される事務連絡の確認の有無

・災害廃棄物処理部門だけではなく、土木部局との合同チームの発足を助言

・必要に応じて、情報提供や自治体担当者向け説明会を実施するなど支援

・制度設計、契約書等の実務に係る対応について、自治体の対応能力に応じた助言

等の支援

・専門的な知識を要する事項への支援

・住民からの問い合わせ対応の支援（基本的な回答事例集の準備等）

・損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体）の県における標準単価の設定
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・家屋等公費解体のための、被災家屋等の解体及び撤去等に係る要綱の策定の支援

・解体等の事業者への対応や積算等の実務経験をもつ県・他市町村職員の派遣を検

討

・設計・積算業務の委託先の紹介

・アスベスト調査をしていない家屋の解体手法の確認や判断可能な人材の確保を支

援

④補助金制度の活用支援

□ 災害廃棄物処理事業費補助金制度について理解の確認

□ 災害廃棄物処理に係る財源確保（補正予算確保等）の手続きの進捗の確認

※ 災害廃棄物処理のみではなく、災害全体で考え、業務内容と支払いタイミング

を精査する必要

※ 財政調整基金の保有残高、基金繰替運用、一時借入の可否、そのタイミング見

極めができているかが重要

□ 財政部局、会計課との情報共有の有無の確認

・自治体に対して、「災害関係業務事務処理マニュアル」を確認し、災害等廃棄物

処理事業費補助金の事務を進めるように助言

・対象となる事業や補助対象範囲に関する自治体からの疑義等に回答（地方環境

事務所、県は、質疑応答集を十分に確認）

・事務作業に対する他自治体からの応援人員の派遣も検討、調整

＜災害報告書作成に係る助言＞

・災害報告書作成業務は、多くの自治体が未経験であり、業務の見通しが甘くな

る傾向がある。地方環境事務所は被災自治体に対して説明会を開催するなどし

て支援

・災害報告書提出までのスケジュールや必要な業務負荷に関する助言を適切な時

期に実施

＜災害査定に対する助言＞

・災害査定で必ず妥当性が問われる事項への対応として、早い段階で写真や日報

等の根拠データの整理を実施するように助言

・発注業務に関する契約締結時期、業者選定方法、業務内容、価格の妥当性等に

係る根拠資料を準備することを助言

・県は、災害査定の実施日程が決まったのち、定期的に被災自治体に対して進捗

状況のヒアリングや助言を実施
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［参考資料]

（１）現地⽀援の留意事項

①安全・健康管理の留意事項

表 現地支援チームの安全・健康管理

区分 安全・健康管理の留意事項 確認欄

チーム全体 ・ヘルメット、安全靴、防寒具などの装備の確保

・水分・塩分の補給

・常備薬の持参

現地統括の

役割

・現地市町村の災害対策本部等から病院、警察、消防等の連絡先情報

の確保指示

・現地市町村における地方環境事務所、県の作業スペース確保の交渉

（災害廃棄物担当部署の作業スペース等に隣接）

・現地支援チームの休憩場所、資材の確保指示

・メンバーの体調管理

・交代要員の確保（地方環境事務所、県の本部との調整）

②現地携帯品

表 現地携帯品リスト

区分 品目 確認欄 備考

職員別 防災服（作業服）

ヘルメット

安全靴

軍手・防塵マスク

腕章・ビブス

携帯電話（スマートフォン）

※充電器（バッテリー）

作業用 PC（タブレット端末）

筆記用具

名刺

チーム デジタルカメラ

注．常備薬、着替えなど、個人で準備するものを除く

③連絡手段、ツール

現地では、統括のもと、奈良県の各担当や近畿地方環境事務所が分かれて現地確認や

調整を実施することになる。

また、現地では毎日記録を作成し、地方環境事務所や奈良県の本部への報告が必須事

項であり、連絡手段、ツールを事前に準備する。

項目 確認欄 備考

パソコン及

びネットワ

ーク

・ノートＰＣ（もしくはタブレット端末）

携帯電話
（スマートフォン）

・携帯電話（スマートフォン）
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（２）情報共有

①現地⽀援の記録フォーマット（例）
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②災害廃棄物処理フローチャート
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③災害廃棄物処理フロー

木くず リサイクル 民間委託業者
4867t ○○㈱

可燃物 タタミ 焼却処分 ○○CC及び他市町村

11221t 156t 一部埋立 ○○市他

可燃混合物 焼却処理 ○○CC及び他市町村

6198t ○○市他

金属類 リサイクル 民間委託業者
264t ○○㈱

タイヤ 焼却処理
分別 16t リサイクル 民間委託業者

仮置場 不燃物 コンクリート ○○㈱

○○クリーンセンター 4382t 2178t 埋立処分 ○○町
15632t 瓦 リサイクル ○○CC

民間委託業者
ガラス・陶器

○○土木興業

土砂 埋立処分 ○○町
1921t ○○CC

有害（バッテリー等） 埋立処分 民間業者
3t 地元業者が引き取り

4品目 リサイクル 民間委託業者
家電類 8t ○○環境整備

29t その他（調理器具等） 破砕（内金属リサイクル） 民間委託業者
21t ○○㈱

木くず 焼却処分 他市町村
93t ○○市他

可燃物
3422t

可燃混合物 焼却処理 他市町村
3329t ○○市他

金属類 リサイクル 民間委託業者
分別 3t ○○㈱

仮置場 不燃物
○○盛土場 25t

3493t その他不燃物（ｶﾞﾗｽ等） 埋立処分 ○○町
22t ○○CC

4品目 リサイクル 民間委託業者
家電類 43t ○○環境整備

46t その他（調理器具等） 破砕（内金属リサイクル） 民間委託業者
3t ○○㈱

木くず 焼却処分 他市町村
454t ○○市他

可燃物 タタミ 焼却処分 他市町村
分別 3375t 10t

仮置場 可燃混合物 焼却処理 他市町村
○○町民グランド 2911t ○○市他

3473t

4品目 リサイクル 民間委託業者
家電類 68t ○○環境整備

98t その他（調理器具等） 破砕（内金属リサイクル） 民間委託業者
※○○CCへ運搬 30t ○○㈱

年 月 日時点

○○○○市町村 災害廃棄物処理フロー図災害名：
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木くず リサイクル 民間委託業者
2455t ○○㈱

可燃物 タタミ 焼却処分 ○○町
4254t 109t ○○CC

可燃混合物 焼却処理 他市町村
1690t ○○市他

金属類 リサイクル 民間委託業者
分別 115t ○○㈱

仮置場 不燃物 タイヤ リサイクル 民間委託業者
○○公園 6121t 12t ○○㈱

10449t コンクリート・瓦 埋立処分 ○○町
2966t リサイクル ○○CC

民間委託業者
○○土木興業

土砂 埋立処分 ○○町
3028t ○○CC

4品目 リサイクル 指定引取場所
家電類 54t

74t その他（調理器具等） 破砕（内金属リサイクル） 民間委託業者
20t ○○㈱

全体計画（詳細別紙）
ごみ回収量 区分 品目 処理必要日数

可燃ごみ 木くず

22,272t タタミ 180日

その他
33,047t 不燃ごみ 金属類 120日

10,528t タイヤ 120日
有害 120日
テレビ 冷蔵庫

家電類 エアコン 洗濯機 2088台
247t 173t

その他家電 74t

仮置場

指定引取場所

○○クリーンセンター
○○町民グラウンド
○○盛土場
○○公園

処分先

○○美化センター外

○○㈱

○○㈱

120日
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（３）市町村支援マニュアルチェック表（例）

市町村支援マニュアルチェック表（その１）

支援

市町村名

対応所属名

対応者名

確認日 月 日 時
確認者所属

確認者名

（１）体制確立・情報収集段階［第 1 段階］

確認 確 認 事 項 備 考

１）市町村からの報告および地方環境事務所－県間の連携調整

市町村から県への被害状況等の報告を確認

２）被災状況の把握

自治体内の被害状況の把握具合を確認

災害対策本部、防災部局など他の関連部局

からの状況把握が出来ているか確認

道路交通状況の把握具合の確認

ライフラインの被害状況の把握具合の確認

自動車燃料供給状況の把握具合の確認

３）被災市町村の体制の確認

災害廃棄物処理計画の策定有無。計画内容
を被災市町村が組織として把握有無

被災市町村の動きが災害廃棄物処理計画
（地域防災計画）に基づくものか確認

災害廃棄物処理事業の実務経験の有無

災害廃棄物処理補助事業のスキームやフロ
ー等の理解の有無（補助対象の把握の有無）

災害廃棄物処理に必要な財政措置の見通し
の検討有無。財政部局等との調整開始有無

過去 2～3年間に災害廃棄物補助金申請の実
施有無

過去の災害経験で、清掃センター等廃棄物
処理施設以外に仮置場を設置した実績有無

災害廃棄物処理について専従の人員の確保
有無

災害廃棄物処理事業を担う部署の確立有無

自治体幹部が災害廃棄物処理の重要性を認
識し、災害廃棄物に特化した体制が組まれ
ているか。もしくは組もうとしているか

部課長クラスの管理職と、現場に出ている
補佐・主幹・担当クラスとの意思疎通の有無
（幹部による現場の実情把握の有無）

他部局や環境分野からの職員（経験者含む）
の有無
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確認 確 認 事 項 備 考

被災市町村が必要な指示を出せる体制にあ
るか

被災市町村による収集運搬・処分に関する
情報の把握有無

被災市町村による委託事業者や許可事業者
の被災状況の把握有無

被災自治体による協定内容の理解の有無

被災自治体による協定先との連絡体制の有
無

県の協定利用の場合、県との十分な意思疎
通の有無

必要な資機材のリストアップ状況の確認

保有状況や災害時の調達方法等の確認

被災自治体による支援の必要性の理解・判
断の有無

近隣市町村、県や国に自ら支援を要請する
意向の有無

具体的な支援内容（収集運搬・仮置場運営管
理・事務等）を調整できる体制の有無

支援を受ける際の準備（宿泊所、駐車場、洗
車方法等）を整える体制構築の有無

被災自治体に設置されている災害対策本部
に廃棄物部局の管理職が出席し、現状を正
しく報告しているか（他部局に窮状が伝わ
っているか）。必要に応じて災害対策本部に
出席し、発言して理解を求める

土砂・流木等の対策における土木部門との
連携の必要性の認識有無

被災自治体の廃棄物部局が自衛隊・消防・警
察と情報共有できる体制にあるか

住民の問い合わせや要望を受ける専用窓口
を設置し、住民要望を整理した上で住民対
応を行う体制構築の有無

住民への広報手段（新聞、ラジオ、HP、避
難所・集積場・仮置場等への張り紙など）の
検討有無

住民に対する情報提供手段（広報無線、HP、
自治会周知、チラシによる施設周知）の複数
確保の有無

情報を的確に発信できる体制構築の有無

報道情報を確認可能な体制構築の有無

４）発災後の廃棄物処理及びし尿処理に関する情報収集

生活ごみの収集状況を確認（全地域の収集

有無、収集車両の確保状況、収集ルートの支

障状況）

日常の生活ごみの収集不可（資源ごみ、大型

ごみ等）の場合、再開の予定の有無

避難所ごみの回収の定期的実施の有無
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確認 確 認 事 項 備 考

被災地内及び被災地周辺地域において片付

けごみが、生活ごみのステーションに混合

して排出されていないか

し尿の収集状況を確認（全地域の収集有無）

浄化槽の破損による外部への流出懸念の有

無

避難所等への適切な仮設トイレ設置の有

無。設置場所の関係者との共有有無

避難所の仮設トイレ等のし尿の収集日等の

情報を仮設トイレ等管理者へ周知。適切な

くみ取りの有無

避難所の使い捨てトイレの回収有無。使用

後の分別有無

ごみ処理施設への搬入可否（施設搬入路の

状況も考慮）

ごみ処理施設の稼働状況（全施設稼働か。処

理方式、処理能力、定期整備等の確認）

ごみ処理施設が停止状態の場合、再稼働の

予定の有無（停止原因の確認）

ごみ処理施設のピット残量の確認及び、受

入可能日数の検討有無

災害廃棄物（片付けごみ）の施設内での仮置

き、処理可能量の確認

再稼働まで周辺自治体等のごみ処理施設の

受入条件等（大きさ、混合不可物等）を把握

し、受入先の目処があるか。または協定等に

よる応援調整の実施有無

最終処分場（大阪湾広域臨海環境整備セン

ター、市町村・一部事務組合、民間）への搬

入可否。稼働の有無

最終処分場が搬入中止の場合、再開の予定

の有無

再開まで、周辺自治体等の最終処分場への

搬入条件等を把握し、搬入の目処があるか。

または協定等による応援調整の実施有無

し尿処理施設・下水道施設の稼働有無

し尿処理施設停止の場合、再稼働の目途

し尿処理施設の受入槽の残量の確認及び、

受入可能日数の検討有無

再稼働まで、周辺自治体等のし尿処理施設

の受入の目処があるか。または協定等によ

る応援調整の実施有無

５）災害廃棄物の発生状況の確認

被災市町村の BCP（業務継続計画）の策定

有無

被災市町村による平時の生活ごみの回収ル

ート・収集運搬台数等の情報の把握有無

被災市町村の片付けごみの収集対応策の有

無
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確認 確 認 事 項 備 考

住民に対する片付けごみの分別排出方法、排出場所、

排出可能な品目等の広報の実施有無

便乗ごみ対策の実施有無

腐敗物、危険物等の排出の有無

被災市町村による自治会・町内会が設置する集

積場のメリット、デメリットの理解の有無

被災市町村の片付けごみ収集対応策に、集

積場の収集の位置づけ有無

被災地内・被災地周辺における集積場の設

置場所

集積場の管理運営者の把握

集積場における分別の有無

集積場からの搬出時期の目処

高齢者等の災害時要配慮者によるごみ出し

の有無

被災市町村による管理されていない仮置場

の情報入手の有無

管理されていない仮置場への排出禁止や解

消に向けた対策の検討の有無

周辺住民に対する周知の有無（管理されて

いない仮置場に持ち込まない）、警察へ不法

投棄対策としての連絡対応等の有無

管理されていない仮置場からの搬出時期の

目処

一次仮置場の場所の選定状況、開設状況、開

設に向けた準備の状況を確認

一次仮置場への受入に対する必要人員・資

機材の手配の有無

一次仮置場のレイアウトの有無、分別体制

の有無

一次仮置場に関する住民への周知の準備の

有無

追加で確保できる一次仮置場の候補地選定

の有無

社会福祉協議会・ボランティアセンター等

を通じて、ボランティアに周知する内容（片

付けごみの排出方法、仮置場の分別品目等）

を被災自治体が検討しているか

ボランティアへの周知方法に関する社会福

祉協議会・ボランティアセンターとの調整

可否

ボランティアによる仮置場への片付けごみ

の搬入支援（軽トラック等による）の可能性

を確認
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市町村支援マニュアルチェック表（その２）

支援

市町村名

対応所属名

対応者名

確認日 月 日 時
確認者所属

確認者名

（２）緊急措置段階［第 2 段階］

確認 確 認 事 項 備 考

１）公衆衛生の確保の支援

災害発生による公衆衛生の悪化が懸念される場所・

事項の確認

通常ごみと片付けごみの排出・収集方法の決定と広

報の実施

避難所が開設される場合、避難所ごみの収集や仮設

トイレの設置・くみ取りの適切な実施の確認

２）災害廃棄物発生量の推計の実施の支援

家屋被災情報に基づき、災害廃棄物発生量の推計実

施の有無

３）仮置場の対応の支援

仮置場の必要面積を算定して適切な分別が行われ

るように対応しているか確認

搬入された災害廃棄物が混合状態となっていない

か確認

広報による仮置場への搬入可能物（生ごみ・通常ご

みの搬入禁止、災害の規模・種類により設定）の周

知の有無

仮置場への搬入・搬出傾向や被害規模から、仮置場

の必要面積を見極め、仮置場がひっ迫している場

合、搬出先の確保と新たに広い仮置場の確保

適切な人員・資機材が配置されているか確認

仮置場の維持・管理について二次災害等の防止対策

の有無

仮置場の土壌汚染・原状復帰対策として必要な措置

を講じているか確認

４）住民やボランティアへの周知の支援

仮置場の搬入案内、分別の品目など、住民やボラン

ティアへの周知度合いについて確認

５）支援要請と支援のマッチング

他自治体の支援が必要な場合、被災自治体の協定に

従った市町村及び県に支援要請の有無

支援要請を県が受ける場合、齟齬が出ないように以

下の点について確認
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市町村支援マニュアルチェック表（その３）

支援

市町村名

対応所属名

対応者名

確認日 月 日 時
確認者所属

確認者名

（３）本格的処理段階［第 3 段階］

確認 確 認 事 項 備 考

１）廃棄物処理フローの構築の支援

災害廃棄物処理フローの構築の有無

２）災害廃棄物処理実行計画の策定の支援

被害状況に応じて、災害廃棄物処理を計画的に

進めるため、災害廃棄物処理実行計画の策定の

有無

３）損壊家屋等の撤去・がれき混じり土砂撤去制度の仕組みづくりの支援

公費による損壊家屋等の撤去（必要に応じて解

体）や、宅地内のがれき混じり土砂等の撤去に向

けた枠組み（スキーム）の構築の有無

環境省から発出される事務連絡の内容の確認の

有無

４）補助金制度の活用支援

災害廃棄物処理事業費補助金制度及び廃棄物処

理施設災害復旧事業補助金について理解をして

いるか

災害廃棄物処理に係る財源確保（補正予算確保

等）の手続きを進めているか

財政部局，会計課と情報共有が出来ているか





リサイクル適性の表示：印刷用の紙にリサイクルできます

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基準に

したがい、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料［Ａランク］のみを用いて作製してい

ます。


